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本計画は，地球温暖化対策推進法に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」および気候変動

適応法に基づく「地域気候変動適応計画」として策定するものです。

計画期間は，2022年度（令和４年度）から2030年度（令和12年度）までの９年間とします。

また，国の地球温暖化対策計画との整合を図り，基準年を2013年度（平成25年度）とし，2030年度

（令和12年度）を中期目標，めざすべき姿として，2050年（令和32年）を長期目標とします。

３ 計画の位置づけ

４ 計画期間

１

基準年
2013年度

（平成25年度）

計画開始年度
2022年度

（令和４年度）

中期目標
2030年度

（令和12年度）

長期目標
2050年

（令和32年）

めざすべき姿

本計画は，2022年（令和４年）２月に表明

した，2050年（令和32年）までに温室効果ガ

ス排出量を実質ゼロ※にする「ゼロカーボン

シティはこだて」の実現に向け，一人ひとり

が環境に対する意識を高め，市民，事業者，

市等のあらゆる主体が一体となって，地球温

暖化対策のより効果的な取組を推進するとと

もに，気候変動の影響による被害を回避・軽

減することを目的に策定するものです。

※温室効果ガスの排出量から，植林，森林管理などによる吸収量を差し引いて，合計を実質ゼロにすること。

２ 計画の目的

出典）気候変動適応情報プラットホーム

地球の表面は，大気が取り巻いており，その中には二酸化

炭素などの「温室効果ガス」が含まれています。温室効果ガ

スは，地表面から放出された熱を吸収し，再び地表付近の大

気を暖めます。これを「温室効果」といい，そのことで地球の

平均気温はおよそ14℃に保たれています。

しかし，産業革命以降，石炭や石油など化石燃料の大量消

費により二酸化炭素の排出量が急速に増加し，温室効果ガス

の濃度が上昇しており，その結果，温室効果が強まり，地球

の平均気温が上昇しています。この現象を「地球温暖化」と

いい，本市の年平均気温もこの100年で約1.7℃上昇しており，

今世紀末にかけても約4.6℃程度の上昇や大雨の頻度の増加な

どが予測されています。

全国各地では，農畜産物の品質低下，災害の増加，熱中症

のリスク増加など気候変動による影響が現れており，私たちのく

らしや産業などにさらに大きな影響を及ぼすと考えられています。

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）

１ 地球温暖化とその影響



本市の2018年度（平成30年度）の温室効果ガス排出量は，254万4千トンで，基準年（2013年度（平

成25年度））比11.2％の減少となっています。

本計画における温室効果ガスの削減目標は，地球温暖化対策推進法の基本理念を踏まえ，国（基準年

比△46％），北海道（同△48％）の地球温暖化対策計画の対策・施策と連携を図るとともに，本市独自

の取組を考慮して次のとおり設定します。

中期目標
2030年度（令和12年度）温室効果ガス排出量

2013年度（平成25年度）比４６％削減

長期目標
（めざすべき姿）

2050年（令和32年）までに温室効果ガス排出量実質ゼロ

（ゼロカーボンシティはこだての実現）

2030年度（令和12年度）までの本計画期間は，「ゼロカーボンシティはこだて」の実現に向けて市

民，事業者と認識を共有し，機運醸成や行動喚起を図り，道筋を構築していく期間と位置づけ，それ以

降，より一層加速度的に温室効果ガス排出量を削減するための土台を築く重要な期間となることから，

生活や事業活動，移動などに起因する二酸化炭素排出量の多くを占める分野を中心に，効果的な情報発

信を行い，脱炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換を促し，省エネルギー行動や再生可能

エネルギーの導入，エネルギーの有効利用などにより，温室効果ガスの削減に取り組みます。

また，2050年（令和32年）に向け，革新的技術の開発・普及などのイノベーションを見据えた取組

を推進しながら，温室効果ガス排出量を実質ゼロとすることをめざします。

２

５ 温室効果ガス排出量の現状と削減目標

６「ゼロカーボンシティはこだて」の実現に向けて

1,637

△94

1,543



協力・連携して計画を推進

温室効果ガスの排出は，市民生活や経済活動に密接に関係しており，2030年度（令和12年度）の中

期目標の達成，2050年（令和32年）までに「温室効果ガス排出量実質ゼロ」を実現するためには，環

境に配慮する意識の向上と行動の実践が極めて重要であり，市民，事業者，市はそれぞれの役割を認識

するとともに，協力・連携し，一体となって取り組んでいく必要があります。

中期目標の達成のため５つの基本方針を掲げるとともに，これらの方針に基づき，施策の柱を定めます。

また，「ゼロカーボンシティはこだて」の実現という長期的な視点を持ちながら，生活や事業活動，

移動などの脱炭素化，再生可能エネルギーの活用，二酸化炭素吸収源の確保を重点的な取組と位置付け

市民や事業者とともに積極的に推進します。

市民

一人ひとりが，今できる取組を

着実に行動に移していくとともに，

地球温暖化に関する理解を深め，地域の

温暖化対策に係わる活動に積極的に

参画することで，日常生活に起因して

発生する温室効果ガスの

排出を減らします。

事業者

経営方針，事業内容や規模に照らし，

創意工夫しながら適切で効果的，効率的な

取組を推進していくとともに，事業者の

自主的な環境活動の実践，環境負荷の少ない

製品やサービスを提供することにより，

事業活動における温室効果ガスの

排出を減らします。

市

市は，国や北海道の地球温暖化対策に

向けた取組と連携するとともに，

市民や事業者と協力・連携し，地球温暖化対策

に取り組むほか，率先して自らの事務・事業に

おける二酸化炭素を減らすことはもとより，

地域全体の温室効果ガスを減らすための

施策を主導します。

３

７ 市民，事業者，市の役割

８ 地球温暖化対策の施策体系・取組（緩和策）

１省エネルギーの推進

①環境に配慮した行動の推進

②省エネルギー性能の高い設備・機器の導入

③建築物の省エネルギー性能の向上

２再生可能エネルギーなどの有効活用
①再生可能エネルギーの普及・活用

②エネルギーの有効利用

３脱炭素型のまちづくりの推進

①コンパクトなまちづくりの推進

②次世代自動車の普及促進

③公共交通の充実と物流の効率化

④二酸化炭素吸収源の確保

４循環型社会形成の推進

①３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進

②廃棄物の適正処理

③プラスチックごみの削減

５環境教育・連携体制の推進
①情報共有・連携体制の充実

②人材育成の推進



基本方針１ 省エネルギーの推進

私たちは，暮らしや社会の中で電気や石油，ガスな

ど多くのエネルギーを使っています。脱炭素社会の実

現に向けて，エネルギーを無駄なく賢く使い，効率

的・効果的な省エネルギー活動を推進します。

４

基本方針２ 再生可能エネルギーなどの
有効活用

施策の柱① 環境に配慮した行動

の推進

市
民

・日常生活での節電

・部屋着の工夫などによる冷暖房設定温度の無

理のない範囲の調整

・マイカー利用を控え，徒歩・自転車・公共交

通機関などによる移動

・自動車運転時のエコドライブの実践

・環境に配慮したエコな商品の選択

事
業
者

・ＯＡ機器などの節電

・クールビズ，ウォームビズの実践

・マイカー通勤を控える

・テレワークやＷＥＢ会議の活用

市

・節電などの省エネルギー活動の促進

・エコな移動に関する普及啓発

・市の事務事業における率先的な取組の推進

・グリーン購入の推進

施策の柱② 省エネルギー性能の高い

設備・機器の導入

市
民

・冷暖房，給湯器，家電製品，照明器具の買い

換え時の省エネ性能の高い製品の選択

・エネルギーの見える化が可能となるＨＥＭＳ

などを活用した効率的なエネルギー管理

事
業
者

・冷暖房，設備機器，ＯＡ機器，照明器具の更

新時の省エネ性能の高い製品の選択

・エネルギーの見える化が可能となるＢＥＭＳ

などを活用した効率的なエネルギー管理

市

・省エネ性能の高い設備・機器の普及促進

・公共施設へのＢＥＭＳなどの導入

・公共施設への省エネ性能の高い設備・機器の導入

・公共施設の照明や道路照明などのＬＥＤ化

施策の柱③ 建築物の省エネルギー

性能の向上

市
民

・新築住宅のＺＥＨ化の検討

・既存住宅のリフォーム時の断熱化

事
業
者

・新築建築物のＺＥＢ化の検討

・既存建築物のリフォーム時の断熱化

市
・公共施設へのＺＥＢの導入

・公共施設の断熱性の向上

・省エネ基準への適合指導

太陽光，水力などの再生可能エネルギーは，発電に

おいて温室効果ガスを排出せず，市域で生産でき，ま

た，蓄電池と組み合わせることで，災害時の非常用電

源としても利用ができます。

本市が，寒冷地にありながら比較的降雪量が少ない

地域であることや地熱資源に恵まれた地域性を活かし

て化石燃料由来に代わる再生可能エネルギーの導入を

促進し，発電した電力の効率的な活用に努めるととも

に，天然ガスなど環境負荷の低いエネルギーについて

も有効に利用できるように取り組みます。

施策の柱① 再生可能エネルギー

の普及・活用

市
民

・住宅の屋根などを利用した太陽光発電などの

導入

・蓄電池の導入などによる再生可能エネルギー

の自家消費の推進

事
業
者

・事業所建物の屋上，駐車場などを利用した太

陽光発電などの導入

・蓄電池の導入などによる再生可能エネルギー

の自家消費の推進

市

・太陽光発電や蓄電池の導入促進

・PPAモデル等の周知・普及

・太陽光発電や小水力発電などの公共施設への

積極的な導入

・民間事業者による水力，地熱，風力発電など

の導入に対する協力

・再生可能エネルギーで発電している電力の導

入促進

・公共施設への再生可能エネルギーで発電して

いる電力の調達

・地球温暖化対策推進法に規定する地域脱炭素

促進事業の検討

施策の柱② エネルギーの有効利用

市
民

・家庭用燃料電池やコージェネレーションシス

テムなどの導入

事
業
者

・業務用燃料電池やコージェネレーションシス

テムなどの導入

市

・燃料電池やコージェネレーションシステムの

導入促進

・公共施設への燃料電池やコージェネレーショ

ンシステムの導入

・ごみの焼却で発生する廃熱の有効活用

・下水の処理工程で発生する消化ガスの有効利

用

・水素エネルギーの調査・研究



基本方針３ 脱炭素型のまちづくりの推進

居住や都市機能の効果的・効率的な集約化を図ると

ともに，次世代自動車の普及促進や公共交通の充実，

物流の効率化に努めます。また，森林や公園などは，

温室効果ガスの吸収源として地球温暖化の防止に貢献

していることから，公園・緑地の保全をはじめ適切な

森林整備などを推進します。

５

基本方針４ 循環型社会形成の推進

施策の柱① コンパクトなまちづくりの推進

市
民

・街なかへの居住の検討

事
業
者

・中心市街地などにおける土地や建物など既存

ストックの有効活用

市
・函館山山麓地域における住宅市街地の再生

・空家の利活用の促進

・街なかへの居住の促進

施策の柱③ 公共交通の充実と

物流の効率化

家庭や事業所から出されるごみを処理する工程でも

温室効果ガスが発生していることから，３Ｒ（リ

デュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイク

ル（再生利用））を推進し，ごみの減量化を図ります。

特にプラスチックの発生抑制を推進するとともに，分

別・リサイクルの徹底を図るなど，石油を原料とする

プラスチックごみなどを削減することで，温室効果ガ

スの排出量を削減します。

施策の柱① ３Ｒ（リデュース・リユース・

リサイクル）の推進

市
民

・使い捨て・過剰包装の商品の購入を控え，再

使用・修理ができる商品の選択

・計画的な買い物や調理による食品ロスの削減

・生ごみの堆肥化や水切りなどによるごみの減量化

・集団資源回収への協力

事
業
者

・排出される廃棄物の減量化

・リユース容器の利用や商品の販売

・再生可能な製品や包装の少ない製品の製造・販売

市

・ごみの減量やリサイクルに関する啓発活動

・食品ロス削減の促進

・生ごみの堆肥化や水切りなどのごみの減量化の促進

・集団資源回収への支援

施策の柱② 廃棄物の適正処理

市
民

・ごみの適正な分別

事
業
者

・廃棄物の適正な分別

市
・ごみの適正分別の周知徹底

・排出指導の推進

施策の柱② 次世代自動車の普及促進

市
民

・車の買い換え時の次世代自動車の選択

・ゼロカーボン・ドライブの推進

事
業
者

・社用車購入時の次世代自動車の導入

・ゼロカーボン・ドライブの推進

市
・次世代自動車の導入促進

・電気自動車の充電施設の設置促進

市
民

・日常生活における公共交通の積極的な利用

・宅配便の再配達の削減

事
業
者

・通勤などにおける公共交通の積極的な利用

・輸送効率化に向けた共同配送やモーダルシフト

の検討

市

・効率的で利便性の高い公共交通網の形成

・公共交通の利便性向上に向けたMaas活用などの検討

・歩道等の整備などによる歩行空間の確保の推進

・交通の円滑化や物流の効率化

施策の柱④ 二酸化炭素吸収源の確保

市
民

・ガーデニング，植樹や花壇づくりなどの緑化活動

・花と緑に関するイベントや講座への参加

事
業
者

・事業所の敷地内の緑化の推進

・緑化活動や緑の保全活動

市

・公園・緑地の保全

・公共空間の緑化の推進

・適切な森林整備の推進

・ブルーカーボンに資する藻場の保全

・カーボンニュートラルに貢献する水産養殖の

研究

施策の柱③ プラスチックごみの削減

市
民

・マイボトルやマイバッグなどの繰り返し使え

る製品の使用

・特定プラスチック使用製品（スプーン・フォー

ク等）提供の辞退

・再生プラスチックやバイオマスプラスチック

製品の選択

事
業
者

・使い捨てプラスチックの使用削減

・プラスチック以外の素材への代替

・再生プラスチックやバイオマスプラスチック

製品の利用

市

・マイボトルやマイバッグなどの繰り返し使え

る製品の利用促進

・再生プラスチックやバイオマスプラスチック

製品の利用促進

・プラスチックごみのさらなる資源化の検討



基本方針５ 環境教育・連携体制の推進

地球温暖化対策を進めていくためには，市民，事業

者，市等が気候変動問題をはじめとした地球環境問題

に関心を持ち続け，自ら率先して行動することが大切

なことから，効果的な情報提供や人材育成を推進する

とともに，連携体制の充実を図ります。

６

施策の柱① 情報共有・連携体制の

充実

市
民

・地球温暖化に関する情報の収集と自発的な地

球温暖化対策の実践

・環境ネットワークへの積極的な参画

事
業
者

・地球温暖化に関する情報の収集と事業活動で

の地球温暖化対策の実践

・事業活動における環境保全活動等に関する情

報発信

・環境ネットワークへの積極的な参画

市

・地球温暖化対策に関する情報の発信

・市民・事業者・教育機関・市等による環境

ネットワークの形成

・北海道などと連携した地球温暖化対策の推進

施策の柱② 人材育成の推進

市
民

・地球温暖化対策に関するイベント等

への参加

・地域の海や川，山などの自然にふれることに

よる自然環境への理解

事
業
者

・従業員に対する環境教育

・地球温暖化対策に関するイベント等への参画

市

・環境副読本や緑の副読本の配信等による学校

における環境教育の推進

・地球温暖化対策に関する出前講座やイベント

等の開催

気候変動に対処し，生命・財産を将来にわたって守

り，経済・社会の持続可能な発展を図るため，温室効

果ガスの排出量を減らす緩和策に加え，現在生じてお

り，また将来予測される被害の回避・軽減等を図る適

応策に取り組むことが重要となっています。

本市において懸念される主な影響に対し，本市の

地域特性を踏まえた適応策を講じていきます。

また，国や関係機関との連携により最新の科学的

知見等の収集に努め，適応策の充実を図ります。

分野 主な適応策

農
業
・
林
業
・

水
産
業

・営農への影響についての情報収集

・薬剤散布による森林保護

・増養殖への影響についての情報収集・研究

・アワビ・ウニ等の種苗放流，海藻類の繁茂対策

・関係団体と連携したブリのブランド化の推進

水
環
境
・

水
資
源

・他の水源への切り替え等による水道用水への

対応

・渇水対応マニュアルの整備・調整

自
然

生
態
系

・狩猟団体への駆除委託などによるエゾシカの

個体数抑制

自
然
災
害
・
沿
岸
域

・地域防災計画等による災害予防，応急対策の

整備，地盤等の情報共有，道路管理体制の強化

・遊水地・河川の整備

・定期的な河川の浚渫

・雨水管の整備・パトロール

・管理者に対する漁港，海岸整備要望の実施

・造林事業や伐採処理による風倒木への対応

健
康

・ホームページ等を活用した熱中症予防に関す

る情報発信

・食中毒や感染症に関する関係団体・事業者等

への指導や予防策の啓発

産
業
・

経
済
活
動

・新たな原材料を使用した加工品製造の支援

国
民
生
活
・

都
市
生
活

・地域防災計画等による災害予防，応急対策の

整備

・水道施設における停電・渇水マニュアルの整

備

はこだてエコライフ展2022
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二酸化炭素の排出を抑えるためには，私たち一人ひとりが出来ることから取り組むことが必要です。

地域の地球温暖化防止への取組として，市民，事業者の皆様が実践する省エネを意識した生活「はこだ

てエコライフ」に取り組みましょう。

項目 取組事例 ＣＯ２削減量/年 節約金額/年

照明

ＬＥＤ照明に交換する。
白熱電球（54W）5個をLED電球（9W）に交換

203.9kg 約16,800円

照明の点灯時間を短くする。
白熱電球（54W）5個の点灯時間を1日1時間短縮した場合 44.6kg 約3,660円

テレビ

テレビを見ていないときには消す。
1日1時間見る時間を短縮した場合（液晶32Ｖ型） 7.6kg 約624円

画面を明るすぎないようにする。
画面の照度を最適（最大から中間）にする（液晶32Ｖ型） 12.3kg 約1,008円

冷暖房

夏はエアコンの温度を無理のない範囲で少し上げる。
エアコン（冷房）の設定温度を27℃から28℃にした場合 13.7kg 約1,128円

冬は暖房の温度を無理のない範囲で少し下げる。
暖房の設定温度を22℃から20℃にした場合（石油セントラル暖房
19時間使用）

518.8kg 約24,874円

冷暖房は必要な時だけつける。
エアコン，FF式石油ストーブの運転時間を1日1時間減らした場合

冷房 8.5kg
暖房 24.4kg

冷房 約696円
暖房約1,169円

冷蔵庫

ものを詰め込みすぎない。
ものを一杯に詰め込んだ場合と，半分にした場合との比較 19.9kg 約1,632円

設定温度を調整する。
周囲温度22℃で，設定温度を「強」から「中」にした場合

28.0kg 約2,304円

電子レンジ
食材の下ごしらえに電子レンジを利用する。

100gの食材を，ガスコンロで下ゆでした場合と，電子レンジで下
ごしらえした場合の比較

12.6kg 約1,135円

電気ポット
長時間使わない場合には電源プラグを抜く。
ポットに満タンの水2.2ℓを入れ沸騰させ，1.2ℓを使用後，6時間保
温した場合と，プラグを抜き保温しないで再沸騰した場合の比較

48.7kg 約4,008円

ジャー炊飯器
長時間使わない場合には電源プラグを抜く。

1日7時間保温し，プラグをコンセントに差し込んだままの場合と，
保温せずにコンセントから抜いた場合の比較

20.7kg 約1,704円

湯沸かし器
食器を洗うときには低温に設定する。

65ℓの水（20℃）を使い，小型ガス給湯器の設定温度を40℃から
38℃にし，1日2回手洗いした場合（冷房期間を除く）

16.8kg 約1,507円

お風呂

入浴は時間をあけずつぎつぎ入る。
2時間放置したあと追い炊きをする場合との比較 108.7kg 約5,138円

シャワーを流しっぱなしにしない。
シャワーのお湯を流す時間を1分間短縮した場合 46.4kg 約3,512円

トイレ

(温水洗浄便座)

使わないときは，フタを閉める。
フタを閉めた場合と，開けっ放しの場合との比較（貯湯式） 15.8kg 約1,296円

便座暖房は低温に設定する。
便座の設定温度を「中」から「弱」にした場合（貯湯式） 12.0kg 約984円

洗浄水を低温に設定する。
洗浄水の設定温度を「中」から「弱」にした場合（貯湯式） 6.3kg 約504円

洗濯機
まとめ洗いをする。
定格容量の4割で毎日洗う場合と，8割で2日に1回洗う場合との比較 2.7kg 約5,135円

掃除機

部屋を片付けてから，掃除機をかける。
利用する時間を1日1分間短縮した場合 2.5kg 約192円

パック式は適宜取り替える。
パックいっぱいにごみが詰まった状態と，未使用のパックの比較 0.7kg 約48円

自動車

穏やかにアクセルを踏んで発進する。
発進時，5秒間で20km/h程度の加速を意識した場合 194.1kg 約13,814円

加減速を少なめにし，一定の速度で走行する。 68.0kg 約4,841円

停止時には，早めにアクセルを離す。 42.0kg 約2,990円

アイドリングストップに取り組む。 40.2kg 約2,864円

※節約金額，CO2削減量は年間での値です。 ※CO2削減量は出典のエネルギー使用量を用いて算出した値です。
出典）「実践！おうちで省エネ」（経済産業省北海道経済産業局）

10 「はこだてエコライフ」の取組

2023年（令和５年）１月 発行／函館市環境部環境総務課
TEL  0138-51-0758   FAX  0138-56-4482（2023年（令和５年）３月まで）
TEL  0138-85-8154   FAX  0138-85-8198（2023年（令和５年）４月から）

この印刷物は環境に配慮し，植

物油インキを使用しています。


